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第 1 章 はじめに 

日系企業の海外駐在員は、海外拠点着任時に職位が上がるもしくは担当業務が拡大する

傾向があると言われている。そのため、海外駐在員は経験不足な職務に加え、赴任先では

日本と文化背景の異なる外国人部下に対してマネジメント及びリーダーシップ能力の発揮

を期待されている。ただし、日系企業において海外駐在員の選抜育成が不十分な実態も指

摘されている。日系企業の海外駐在員の取り巻く環境には様々な課題がある一方で、日系

企業の海外拠点の現地化推進に向けた技術（企業文化・ノウハウ・知識）移転に関して海

外駐在員が担う役割の重要性が広く認識されている。 
今回、今現在日系企業の中国製造拠点で駐在員として勤務する自身の体験を踏まえ、中

国で働く日本人駐在員が取るべきリーダーシップに着目した。なお、リーダーシップ論に

は約 5,000 以上のセオリーがあると言われ様々な実証研究がなされているが、日系企業の

駐在員が中国で取るべきリーダーシップに関する先行研究は見られない。本研究では、日

系製造業の中国拠点の駐在員を対象に、駐在員の役割、中国文化適応及び技術移転（企業

文化・ノウハウ・知識）を目的とした現地化推進するためのリーダーシップについて考察

を行う。 
 

第 2 章 日本企業の海外展開  

海外展開において、企業は進出先の決定にはじまり現地での差別化の確立、国際分業体

制及び統合など様々な検討が必要であり、海外展開のあり方は各社種々様々になる。一方

で、日系企業は長期的な人材育成による現地化推進(技術・企業文化・ノウハウ・知識の移

転)を行う傾向が指摘されている。 
 日本企業を対象にした研究において技術移転や経営理念の浸透(安室[1988]，金原

[1988]，白木[2006])などが、日本的経営を海外拠点に移転することは駐在員を派遣する重

要な動機であると指摘している。また、日本企業の国際競争力を維持する上で不可欠であ

る優れた品質管理や絶えざる技術の進化と生産現場の改善などは、OJT を通じた技術移転

が継続的に行われるため、海外駐在員を通じた技術移転を行うことの必要性も指摘されて

いる。 
 

第 3 章 リーダーシップ論と異文化 

 リーダーシップ論の研究の大きな流れとして、①「資質理論（1900-1940 年）」②「行

動理論（1950-1960 年）」③「コンティンジェンシー理論（1960-1970 年）」3 つの系譜が

ある。続いて、④「変革型リーダーシップ」が研究されている。リーダーシップ論ではリ

ーダーの行動に焦点を当てており、リーダーとフォロワーの置かれる状況によって有効な

リーダーシップのスタイルは異なることを指摘している。 
海外駐在員が置かれる環境は、日本と異なる文化背景を持つ従業員と仕事をしなければ

ならない環境があげられる。グローバルビジネスにおいて異文化マネジメントの重要性が
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以前から指摘されており、様々な議論がなされている。エリン・メイヤーは、文化的差異

がビジネスの成否に与える影響について、長年研究している。その中で、エリン・メイヤ

ーは、「権威の捉え方」と「意思決定スタイル」の違いに着目して、この 2 軸マトリック

スでタイプを分けて異文化でとるべきリーダーシップのスタイルの違いを説明している

（図表 1）。 
 

図表 1「権威と意思決定から見た有効なリーダーシップ（筆者加筆）」 

 
 
 トップダウン型平等主義：米国、英国、カナダ、オーストラリア他 
 トップダウン型ヒエラルキー重視：中国、インドネシア、サウジアラビア他 
 合議型平等主義：スウェーデン、ノルウェー、デンマーク、オランダ他 
 合議型ヒエラルキー重視：日本、ドイツ、ベルギー他 
 
先行研究から、日本人駐在員は中国で現地文化への適合性がある「トップダウン型ヒエ

ラルキー重視」のリーダーシップをとるべきだと考えられる。これをリーダーシップ論で

考えると、「指示型（中国型）リーダーシップ」を取る必要があると言える。さらに、日

系企業の海外展開の特徴として技術（企業文化・ノウハウ・知識）移転による現地化推進

があり現地社員に変革を促し技術移転を受け入れてもらう必要がある。そのために、変革

型リーダーシップも必要であると考えられる。このように、日系企業の駐在員が中国拠点
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で取るべきリーダーシップスタイルには、文化適合と現地化推進に向けた変革型リーダー

シップを採用する必要性があると考えた。 
これらを踏まえて本研究の仮説は、「日系製造業の海外駐在員は中国拠点で、「指示型リ

ーダーシップ」と「変革型リーダーシップ」の両方の要素を取り入れたリーダーシップを

取り入れている」とした。 
 

第 4 章 研究方法とデータ 

研究対象は、中国にある日系企業の製造拠点に所属する日本人駐在員で管理職以上の役

職とした。ただし、調査研究の進め方は、まずアンケート調査では製造業に限定せずに日

系企業の中国駐在員のリーダーシップスタイルの確認を行う。次に、日系製造業の駐在員

にインタビューを行い、アンケートで得られたリーダーシップスタイルと日系製造業に求

められるリーダーシップスタイルとの整合性及び有効性の確認を行った。 
アンケート対象の中国駐在員は、設立 5 年以上の現地法人に所属している管理職以上と

した。アンケート回収は 34 回答となる。インタビュー対象は、設立後 20 年以上の企業 2
社を対象としている。現地法人の現地化の成熟度については、設立年数に比例すると推測

し、今回は現地法人設立間近の現地化未成熟期ではなく、現地法人運営が安定後も派遣さ

れる日本人駐在員のリーダーシップについて本研究では対象としている。 
アンケートでは、『指示型（中国型）』と『変革型』及び日本型リーダーシップと言われ

る『奉仕型（日本型）』それぞれのリーダーシップ行動の採用の有無について調査した。 
 また、駐在員の役割に関して、アンケート及びインタビュー調査より、下記が明らか

になっている。これらは、先行研究で指摘される海外駐在員を派遣する動機及び実態が概

ね一致していることを確認している。 
 
 設立 5 年以上の安定期に入った中国拠点駐在員の 8 割以上が職責に現地化推進が含ま

れる。（アンケート調査より） 
 実務に没頭するのではなく広い視野で組織改善を常に意識した行動と人材育成として

技術移転を含めた現地化推進を駐在員に期待する。設立 30 年以上の日系企業（製造

業）でも本国日本の企業文化や品質技術水準に適合した現地法人運営を現地人だけで

行う難しさがある。中国現地法人の安定的な運営には駐在員による継続的な現地化推

進の必要性がある。（インタビュー調査より） 
 

第 5 章 結果 

アンケート調査結果を踏まえた因子分析から、因子 3 つを特定した。合計の寄与率は

35.78%となる。本研究の仮説は、「中国にいる日本人駐在員は中国文化に適合した指示型

リーダーシップと変革型リーダーシップを用いている」としていた。ただし、分析から駐

在員は『奉仕型（日本型）』と『変革型』の混合型リーダーシップを採用していることが

わかり、仮説を支持する結果は得られていない。（図表 2）。 
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図表 2「因子分析結果」 
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因子の解釈は、因子 1（『奉仕型』＋『変革型』リーダーシップ）で寄与率 15.59%、因

子 2（『奉仕型』＋『変革型』リーダーシップ）で寄与率 11.90%、因子 3（『奉仕型』リー

ダーシップ）で 8.30%となった。 
因子 1 の解釈は「組織変革」とした。『奉仕型（日本型）』と『変革型』リーダーシップ

の組み合わせで、自らの価値観、夢、目標をフォロワーに表明して自ら組織変革に向けて

行動するリーダーシップ行動が観察できる。 
因子 2 の解釈は、「概念化教育」とした。『奉仕型（日本型）』と『変革型』リーダーシ

ップの組み合わせとなり、自らの利益のみを考えるのではなく、部下の成長や共感に配慮

しながら、問題の本質をつかみ解決の方向性を示すリーダーシップの行動が観察できる。 
因子 3 の解釈は、「奉仕」とした。『奉仕型（日本型）』リーダーシップとして、自らの

立場から考えるのではなく、まず部下の立場に立ち彼らの望んでいることを理解すること

から行動を始めるリーダーシップ行動が観察できる。 
因子分析からは、本研究の仮説を支持する結果を得ることができていないがこれは、日

系企業の海外展開の方向性として日本本社のやり方を現地に移転するような現地化推進傾

向が強い中で、現地化推進と同時に日本文化の移転も行われており、リーダーシップ行動

についても日本文化の影響を受けていると推測される。 
アンケート調査に続き実施したインタビュー調査で、2 社よりアンケート調査(因子分析)

から分かったリーダーシップスタイル（『奉仕』と『変革』の混合型リーダーシップ）に

関して同意が得られた。ただし、2 社から中国文化的背景(トップダウン型ヒエラルキー重

視)からリーダーが責任を明確にして自身で責任を取る姿勢を見せた上でトップダウンによ

る指示命令（『指示型』リーダーシップ）を行う重要性が指摘された。また、リーダーシ

ップ行動には段階があり、はじめに奉仕の気持ちを持ち現地社員に寄り添うところから行

動を始め、次に自身の進みたい目標共有を行うまたは課題解決の方向性を示し、現地社員

との意見の擦り合わせを行い最後リーダーとして責任を取る姿勢を示しその方向性をトッ

プダウンで行うとの流れがあることが示唆された。これをリーダーシップスタイルと比較

すると、奉仕や目標共有や意見の擦り合わせが、『奉仕型』と『変革型』の混合型リーダ

ーシップであり、その後最後にリーダーとして指示命令を行う姿勢として『指示型』リー

ダーシップを採用してトップダウンでリーダーとしての明確な姿勢を示している。このこ

とから、リーダーシップ論による『指示型』リーダーシップで言われる支配的なリーダー

シップ傾向を全面的に採用の必要はないが、中国文化の影響から指示命令をする際にリー

ダーによる明確なトップダウンの必要性があり、『指示型』リーダーシップも限定的な採

用が必要とされていると考えられる。 
 

第 6 章 まとめ 

本研究のテーマは、日系製造業の中国拠点における海外駐在員のリーダーシップについ

てである。また、リサーチクエスチョンは、「指示型リーダーシップ」と「変革型リーダ

ーシップ」では異なるリーダーの行動スタイルとなるが、日系企業の中国拠点の駐在員は

現地文化への適合と現地化推進を両立させるために、どのようなリーダーシップを発揮し
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ているのか？であった。調査結果から仮説である、日系企業の海外駐在員は中国拠点で、

「指示型リーダーシップ」と「変革型リーダーシップ」の両方の要素を取り入れた独自の

リーダーシップスタイルを構築しているのではないか、を支持する結果は得られなかっ

た。ただし、アンケー調査を踏まえた因子分析結果及びインタビューから、日系製造業の

駐在員は、『変革型』『奉仕型（日本型）』『指示型（中国型）』の混合型リーダーシップを

採用していることがわかった。今回新たに日系製造業の中国拠点の駐在員のリーダーシッ

プスタイルを示すことができたことが本研究の貢献である。 
本研究の限界として、フォロワー側から本研究で得られたリーダーシップスタイルの有

効性を検証できていない。ただし、インタビュー調査で、下記にて本研究で得られたリー

ダーシップスタイルを採用して問題解決を図った成功事例を確認し有効性を確認してい

る。 
 

 離職率が高い職場での品質課題 
従業員と対話を続け問題社員を突き止め、問題社員を処罰しその後品質改善 

 品質クレーム削減 
継続して品質の重要性を説明し QRQC 活動の徹底により 23 年はクレームゼロ 

  
以上 

 


